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1 OECD の研究によれば、いわゆる G7 諸国においては、自動車産業における付加価値 1 ドルの増加は全
産出高を 3 ドル増やすが、他産業の平均は 2.2 であり、自動車産業の乗数効果はきわめて大きいと評価さ
れている。OECD, Economic Outlook 86, p.97, 2009, OECD.（http://qed.econ.queensu.ca/faculty/ 
kennedy/econ491/EO86%20Final%20Version.pdf 2011.10.11 アクセス） 






救済策を展開した。その枠組みとなったのは 2008 年 12 月にブッシュ政権が策定した「自動車
産業融資計画」（Automotive Industry Financing Program：AIFP）であった。それは議会に
よる救済法案の成立失敗を受けて、金融危機対策のため同年 10 月に成立していた「緊急経済安定
化法」（Emergency Economic Stabilization Act of 2008：EESA）に基づく「不良資産救済計
画」（Troubled Asset Relief Program：TARP）を援用して、政府が作り上げた緊急融資プログ
ラムであった。融資の条件として、当初から両社に徹底的なリストラが義務付けられ、結局は





 第 2 に、主として景気回復と産業支援を目的に、副次的には燃費や排気ガス問題の改善をね
らって、新車販売刺激策がとられた。2009 年 2 月にオバマ新政権のもとで成立した大規模な
景気回復策である「2009 年米国再生・再投資法」（American Recovery and Reinvestment Act 
of 2009：ARRA）は自動車の購入・使用にかかわる課税を軽減したが、これに加え、09 年夏
には燃費効率の良い車への買い替え促進策（通称 ”Cash for Clunkers“ 計画）も大々的に展開
された。第 3 に、次世代の資源・環境対応車の開発・製造が同じく ARRA を通じてさらに促進
された。すでに 90 年代からアメリカではこれと同じ目標の官民協力が始まっており、また、
ブッシュ政権時代には「2007 年エネルギー自給・安全保障法」（Energy Independence and 
Security Act of 2007：EISA）により、燃費の良い車向けの設備投資に対し補助金を支給する
ことが決まった。一方、オバマ新大統領は大統領選挙中から、石油など化石エネルギー依存か
らの脱却を目的とした有名な「グリーン・ニューディール」を唱え、その一環として ARRA で
                                                          
2 以上、各国の支援策については、川瀬 剛志「世界金融危機下の国家援助と WTO 補助金規律」（財）経
済産業研究所 RIETI ディスカッションペーパー・シリーズ 11-J-065（2011 年 6 月）http://www.rieti. 
go.jp/jp/publications/dp/11j065.pdf 参照。この論文には有益な文献紹介があり、本稿もその恩恵を被って
いる。このほか、OECD, Responding to the Economic Crisis: Fostering Industrial Restructuring and 
Renewal, pp.18-29, 2009,（http://www.oecd.org/dataoecd/58/35/43387209.pdf）いずれも、2011.10.2 ア
クセス。内閣府『世界経済の潮流』2009Ⅱ、2009 年、17～18 頁には各国の買い替え・購入支援策の一覧
がある。 







主として ARRA に含まれる第 2 および第 3 の点にはふれることができなかった。オバマ新政権
の自動車産業支援策の全容を明らかにし、その効果を評価するためには、これらの論点を含め
て検討する必要があるように思われた。そこで本稿ではまず、AIFP と並行して 2009 年以降に
展開された間接的な産業支援策を取り上げる。第 1 章では、新政権による景気回復策であり、
｢グリーン・ニューディール｣の現実化を含む ARRA を対象に、そこに盛られた方策を検討する。
第 2 章では、09 年夏に一部は ARRA の資金を用いて展開された、燃費の良い車への買い替え














                                                          
3 アメリカでは、GM やクライスラーの再建に伴って工場閉鎖やディーラーの整理が相次ぎ、労働者や退
職者、地域に深刻な影響が及んだ。これらを克服し、地域の再生と失業の撲滅を目指す連邦政府の支援委
員会（White House Council on Automotive Communities and Workers）が、ローレンス・サマーズ国家
経済安全保障委員会代表とヒルダ・ソリス労働長官を共同議長、エドワード・モントゴメリー前労働次官
補をディレクターに任命して 09 年に発足した。 
4 「アメリカの自動車産業救済策と新生 GM の歩み」（鈴木直次・野口旭編『変貌する現代国際経済』第
10 章、専大出版局、2012 年、所収） 
－ 4 － 
（１）ARRA の概要 
ARRA はオバマ政権の発足後、わずか 28 日で成立した緊急経済対策であった。当時、米国
経済は大恐慌期以来という深刻な不況のなかにあり、これを克服すべく、総額 7,872 億ドル
（2009 年の名目 GDP 比約 5.5％）に及ぶ過去最大級の景気回復策が組まれたのであった。そ














れは今日の貨幣価値に換算すると、ARRA の予算規模にほぼ等しい 7,820 億ドルにのぼるとい
う。6 このように ARRA の内容はきわめて広範にわたり、自動車産業に対する支援策はそのご
く一部を占めるにすぎないが、産業の側からいえば、それは質量ともにきわめて重要なもので
あった。 
もう少し ARRAA の内容に立ち入ろう。ARRA による財政刺激の規模 7800 億ドル余は、法
案成立時に示された支出内訳（第１表）によると、以下の 3 点から構成されていた。まず第 1
                                                          
5 ARRA の Sec.3 による。同法の全体像については、Economic Report of the President , 2010, Chapter 2
（荻原伸次郎監訳『米国経済白書 2010』、『エコノミスト』2010 年 5 月 24 日臨時増刊号）が簡潔である。
その執行状況については、ホワイトハウス内に専門の HP が設けられ（http://www.recovery.gov）、きわめ
て多数の情報が提供されている。さらに、経済諮問委員会（Council of Economic Advisers）は、四半期ご
とに経済効果に関する報告書を発表しており（Executive Office of the President,Council of Economic 
Advisers, The Economic Impact of the American Recovery and Reinvestment Act of 2009,Quarterly 
Report）、GAO にも同種の報告がある。このほか、内閣府『世界経済の潮流 2009 年Ⅰ』第 1 章第 2 節 5
等も参照。野本誠「『2009 年米国再生・再投資法』とその後の議会動向」（KPMG, Jnet, 2009 年第 2 号、
http://us.kpmg.com/jnet/Japanese/Archives/2009/Issue2/article_2_Pint.asp 2011.8.16 アクセス）は ARRA
の租税問題について詳しい。 
6 以上はホワイトハウスのARRAの解説による。The Recovery Act :Transforming the American Economy 
through Innovation, August 2010, p.5.（http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/microsites/Recovery_ 
Act.pdf 2011.8.11 アクセス） 
－ 5 － 
に減税（2,883 億ドル）が全体の 3 分の１以上（37％）と最大の割合を占めた。その大部分は
個人所得税（2320 億ドル）であり、勤労者一人当たり最高 400 ドル（夫婦合算で最高 800 ド
ル。当初のオバマ案では一人 500 ドル、夫婦で 1000 ドル）を税額控除する制度（“Making Work 













第 3 に、連邦政府の直接の投資があった。これはほぼ 2 つのグループに大別され、ひとつは、
すみやかな景気回復を実現するため、1950 年代のインターステートハイウエイ建設以来といわ
第１表 アメリカ再生・再投資法の内訳 
  金額（億ドル） 割合（％） 
減税措置 2,880 37 
州及び地方政府への支援 1,440 18 
インフラ整備･科学技術 1,110 14 
経済的弱者の保護 810 10 
医療 590 7 
教育･職業訓練 530 7 
エネルギー 430 5 
その他 80 1 
総額 7,872 100 
（資料）米ホワイトハウス（http://www.recovery.gov）2009.2.17 アクセス 



























消費者である自動車に対して、毎年、燃費基準を 4%引き上げ、ガソリン 1 ガロン当たり 150
マイル以上走行可能な先端技術車（プラグイン・ハイブリッドや電気自動車などの代替エネル
ギー車）を 2015 年までに 100 万台導入すること、ならびにバイオ燃料の開発などにより、中
                                                          
7 山家公雄『オバマのグリーン・ニューディール』第 1 章、日本経済新聞出版社、2009 年。諸橋邦彦｢諸
外国の『グリーン・ニューディール』｣ 国立国会図書館『調査と情報』第 641 号、2009 年（http://www.ndl. 
go.jp/jp/data/publication/issue/0641.pdf 2011.8.15 アクセス） 
－ 7 － 
東とベネズエラから現在輸入している石油消費量を 10 年間で削減すること、②再生可能エネ
ルギーの発電量に占める割合を 2010 年までに 10%、25 年には 25%に高めると同時に、エネル
ギー利用の削減・効率化のための投資・援助を行う。③経済全体におよぶキャップ・アンド・
トレード型の排出量取引制度の実施により、温室効果ガスの排出量を 2050 年に 90 年レベルの
80%まで削減し、アメリカは気候変動対策における世界的なリーダーとなることなどが表明さ
れた。なかでも、「2015 年までに電気自動車を 100 万台走らせる」という目標はその後しばし
ば繰り返され、オバマ政権の重要なスローガンの一つとなった。8 
以上の公約の多くは ARRA において具体化された。総額 7800 億ドル余のうち、900 億ドル
（直接の投資 600 億ドル、税額控除 300 億ドル）が「グリーン・ニューディール｣の内実をな
す環境・エネルギー分野に割り当てられた。全体の約 10％と景気回復策全体に占めるウエイト
は高くはなかったが、それまでこの分野に投下されてきた政府資金（1998 年から 2007 年では
年平均 12 億ドル）に比べると巨額であった。9 資金の投下先は広範囲にわたり、解釈の仕方に





                                                          
8 このスローガンは 2008年 8月 4日のミシガン州ランシングにおける大統領候補としての演説で発表され、
大統領就任後の 09 年 3 月 19 日に再び表明された。さらに後にふれるように、2011 年の一般教書でも繰り
返されている。後掲、注 17 のエネルギー省の資料による。 
9 大和総研『環境関連ニュース vol.7』2009 年 2 月（物江陽子稿）（http://www.daiwa-grp.jp/csr/publication/ 











（資料）Economic Report of the President, 2011, p.129（『米国経済白書 2011』132 頁） 
－ 8 － 
政府建物の省エネ化などが含まれた。10 これにより連邦政府は、2010 年 11 月末までに 30 万
棟以上の低所得者住宅の改修を支援したが、その結果、住宅 1 戸当たり年平均 437 ドルの電気

















年のエネルギー政策法以来、その設置が積極的に推進され、普及率は 06 年の 1%未満から 08






                                                          
10 すでに 2007 年の EISA では、省エネと再生可能エネルギーの発電・売電により、エネルギーコストを
通年でゼロにする「ネットゼロエネルギー商業ビル」計画が始まっていた。 




12 小田島労｢米国オバマ政権の経済対策について｣（NTT データ経営研究所『経営研レポート』2009 年 7
月）（http://www.keikeiken.co.jp/monthly/2009/0906-1/index.html 2011.8.15 アクセス）前掲、大和総研
『環境関連ニュース vol.7』2009 年 2 月。 









に「2007 年エネルギー自給・安全保障法」（Energy Independence and Security Act of 2007：


















                                                          





14 矢野経済研究所『リチウムイオン電池市場に関する調査結果 2011』の「概要」による 
（http://www.yano.co.jp/press/pdf/882.pdf 2012.3.5 アクセス） 




ロ、電池部品および電気駆動部品（モーターなど）工場が 2 ヵ所（インディアナ州 Noblesville
とカリフォルニア州 San Carlos）に存在するのみであった。むろん ARRA 成立以前には、年
産 1000 台以上の能力を持つ電気自動車の量産工場も存在しなかった。15 
助成の最大の受益者はジョンソン・コントロール社（約 3 億ドル）のような大手の自動車部
品メーカーであったが、A123 システム社（約 2 億 5000 万ドル）、EnerDel 社（約 1 億 2000
万ドル）などの新興企業にも助成が行われたほか、米国のダウケミカル社が韓国の大手リチウ
ムイオン電池メーカーKokam Engineering 社の米国子会社などと設立した合弁会社、KD ABG 
MI, LLC（1 億 6000 万ドル）、韓国の LG 化学の完全保有米子会社である Compact Power, Inc






第 2 に、電気モーターなど電気駆動部品を製造する助成金として 5 億ドルが国内企業に認め




ルがリチウムイオン電池関連部門へと投資された。これによって 2012 年には 30 工場（20 は
バッテリー製造、10 は電気駆動部品製造）が操業を開始し、年間 5 万個の先進バッテリーを製
造、その世界シェアは同年には 20%以上に達することが目指された。さらに上の工場がフル稼
働する 2015 年には、50 万個のプラグイン・ハイブリッド車用のバッテリーと関連部品の生産
能力が整い（世界シェア 40%）、EISA の ATVM ローンによって支援された米国の 3 つの電気
                                                          
15  The Whitehouse, December 15, 2009, Memorandum for the President from the Vice-President, 
Progress Report: The Transformation to A Clean Energy Economy（http://www.whitehouse.gov/sites/ 
default/files/administration-official/vice_president_memo_on_clean_energy_economy.pdf および http:// 
www.whitehouse.gov/recovery/innovations/modernizing-transportation を参照。2011.8.11 アクセス） 
16 この点の成功例はミシガン州の工場誘致策であり、ダウケミカルは 4 年間で 1 億ドルの税額控除を利用
して工場を建設し、A123 システムズ、ジョンソンコントール・サフト、LG 化学も税額控除の恩恵に浴し
た。 
－ 11 － 
自動車工場で生産される 50 万台の電気車およびプラグイン・ハイブリッド車を支える計画で
あった。一般に、バッテリーの生産が年産 1 万個から同 10 万個に増えると、生産コストは 30




第 3 に、4 億ドルがプラグイン・ハイブリッド車や電気自動車のデモンストレーション、充
電のためのインフラの整備、さらには電気自動車車普及のための教育・訓練に投じられた。な
かでも「輸送電化」（Transportation Electrification）プログラムは電気自動車を広く普及させ
るために、全米 20 以上の都市で 13,000 台の電気自動車と 22,000 の充電設備のデモンストレー
ションを支援する。支援を受けた Electric Transportation Engineering Corp（アリゾナ州フェ







Research Projects Agency-Energy：ARPA-E）に 4 億ドルの資金を拠出した。この機関は、名
称からも容易に想像されるように、インターネットの開発などで大きな成果をあげた国防総省
の国防高等研究計画局（Defense Advanced Research Projects Agency：DARPA）にならって
「2007 年アメリカ競争法」America Competes Act of 2007 が新設したものだが、その目的は
長期かつハイリスクな自動車産業用のエネルギー技術（次世代のバッテリーやエンジンの排出
熱の利用など）の開発コストを産業と分担することにあった。創設時に予算は計上されず、
ARRA の資金拠出によってようやく活動が始まった。2010 年 4 月に 37 件の助成が決まったが、
そのなかには MIT やスタンフォードなどの大学、Sion Power、Revolt Technology などのス
                                                          
17 U.S. Department of Energy, One Million Electric Vehicles By 2015,February 2011, Status Report, 
（http://www1.eere.energy.gov/vehiclesandfuels/pdfs/1_million_electric_vehiclesrpt. pdf） 
White House, Blueprint for a Secure Energy Future, March 2011,（http://www.whitehouse.gov/sites/ 
default/files/blueprint_secure_energy_future.pdf）2011.11.22 アクセス 
18 注 17 のエネルギー省の資料では、電気自動車充電施設は 09 年 1 月 1 日の 500 以下から 2015 には 1 万
以上（12 都市）に増えるとしている。 
19 以上、ARRA の助成金の交付については、http://energy.gov/articles/president-obama-announces-24- 
billion-grants-accelerate-manufacturing-and-deployment-next なお以下のサイトには交付企業の一覧
表がある。http://www1.eere.energy.gov/recovery/pdfs/battery_awardee_list.pdf 2012.3.5 アクセス。 










ややさかのぼると、まず 2005 年に制定された「2005 年エネルギー政策法」Energy Policy Act 
of 2005 (PL109-58) において、一定の資格を満たした各種の低燃費車への支援が本格化した。
ハイブリッド車に対しては、小型車の場合は 1台当たり 3,400ドルまで、大型車の場合は 15,000
ドルまでの税額控除が認められ、支援の上限はメーカー当たり 6 万台とされた。同様に、代替




（2008 年 10 月）では、景気刺激策の一部として、環境・エネルギー分野に総額 70 億ドルの






                                                          
20 Economic Report of the President, 2011, p.129. これらの ARPA-E のプロジェクトが成功すれば、2030
年までにバッテリーの製造コストは現在の 10 分の 1 に低下し、重量は 09 年から 15 年の間に 33％、2020
～30 年には 75％も削減され、現在の 6 分の 1 にこれまた減少、寿命は現在の 4 年から 14 年へと延長され
るとホワイトハウスは試算している。支援決定についてのバイデン副大統領の声明も参照。 
（http://arpa-e.energy.gov/LinkClick.aspx?fileticket=P-Y1qmV2Iq0%3d&tabid=82） 





きもあるという。大和総研『環境関連ニュース vol.3』2008 年 11 月（物江陽子稿）（http://www. 
daiwa-grp.jp/csr/ publication/pdf/081104.pdf 2011.8.28 アクセス）。 
－ 13 － 
あり、控除金額はバッテリーの能力と車両総重量（GVW）によって異なった。すなわち、控除
額のベースは 2,500 ドルとされ、バッテリー能力が（ミニマムの）4KWH を 1KWH 増えるご
とに 417 ドル加算された。控除額の上限は車両総重量区分ごとに定められ、総重量 10,000 ポ
ンド以下の場合には 7,500 ドル、10,000～14,000 ポンドでは 10,000 ドル、14,000～26,000 ポ
ンドでは 12,500 ドル、そして 26,000 ポンドを超える場合は 15,000 ドルであった。22 控除の適
用対象は 25 万台（販売台数）までとされた。 
ARRA は支援の対象となる台数の上限を今までの合計 25 万台から 1 メーカーあたり最大 20
万台へと引き上げた。総額で 17 億ドルの税収減が見込まれた。ただし 1 台当たりの支援金額
の上限は 7,500 ドルに制限され、車両総重量 14,000 ポンド以上の車は除外された。やや具体
的に、内国歳入庁（IRS.gov）の資料で確認しておこう。まず IRS-Section141 では、2009 年
12 月 31 日以降に購入された適格のプラグイン電気車に対する税額控除が変更され、新規購入
された 4 輪以上でかつ車両総重量 14,000 ポンド以下、4KWH 以上の外部の電力源によって充
電可能な推進力を持つ車が適格とされた。税額控除の金額はバッテリーの能力によって異なり、
最低 2,500 ドル、最大で 7,500 ドルと定められた。そして、ある一つのメーカーの販売台数が
20 万台に達したら、そのメーカーへの税額控除は減額されることとなった。23 
最後に、2009 年 2 月 17 日から同 12 月 31 日の間に購入された価格 49,500 ドルまで新車に
対する州・地方の売上税の控除を認める新たな制度も導入された(調整後の総所得が独身者で
125,000 ドル、夫婦合算で 250,000 ドルを超える場合には控除は逓減される)。議会の審議の過
程では、売上税のみならず、自動車ローンの金利等についても控除を認める案が提出されたが、
最終的には合意を得られなかった。24 これらの措置により、2010 年に発売された「シボレー・
ボルト」は 7,500 ドルの補助金を得られることになった。 
こうしてオバマ大統領は、ARRA を中心とする電気自動車に関する一連の助成策を前提に、
2011 年初めの一般教書で 2015 年までにアメリカは世界で初めて 100 万台の電気自動車（プラ
                                                          
22 U.S.Energy Information Administration, Energy Improvement and Extension Act of 2008：Summary 
of Provisions による。U.S. Department of Commerce, Roadahead 2010Ⅱ,p.26 では「14,000～26,000 ポ
ンドでは 15,000 ドル」とある。 
23 このほか、IRS-Section1142 では、2 つの新タイプのプラグイン電気自動車、低速および 2~3 輪電気車
に対する税額控除が新設され、2009 年 2 月 17 日～12 年 1 月 1 日の間に購入された車について、コストの
10%、2500 ドルを上限に税額控除が認められた。なお、低速車では 4KWH、2~3 輪車では 2.5KWH 以上
の能力を持つバッテリーを備えることが条件とされた。 
（http://www.irs.gov/newsroom/article/0,,id=206875,00.html 2012.3.12 アクセス） 
24  http://www.irs.gov/newsroom/article/0,,id=206875,00.html、http://www.irs.gov/newsroom/article/0,, 
id=204519,00.html、2011.8.11 アクセス。このほか、野本誠「『2009 年米国再生・再投資法』とその後の
議会動向」（KPMG, Jnet, 2009 年第 2 号（http://us.kpmg.com/jnet/Japanese/Archives/2009/Issue2/article 
_2_Pint.asp 2011.8.16 アクセス）。 
－ 14 － 
グイン・ハイブリッド車を含む）を保有する国になるという周知の目標を繰り返した。25 そし
て 2012 年度の予算教書で ARRA の政策をさらに強化するため、次の 3 つの提案を行った。す




制自由化を行う全米 30 のコミュニティに対し、最大 1,000 万ドルの競争的な補助金を支給す
る。以上の 3 つの政策を実施するため、2012 年度予算で約 6 億ドルを要求した。26 
④ 電気自動車普及の将来 




たとえば、2010 年後半に発表された 2 つの著名な機関による予測を紹介しよう。ひとつは
自動車企業や工場などの製造品質や生産性の調査で名高い J.D.パワーによるものだが、ここで
は 2020 年に世界全体で 520 万台（全販売台数の 7.3％）のハイブリッド車（プラグイン・ハ
イブリッド車を含む）と電気自動車が販売されると予測している（2010 年の実績は 95 万 4000
台、全販売台数の 2.2％）。国別でみると、アメリカではハイブリッド車は 170 万台と世界最大
を誇るが、電気自動車の販売はわずか 10 万台にとどまる。ハイブリッドの内訳は示されてい
ないが、これでは到底オバマ大統領の目標は達成できないであろう。他方、ほぼ同じ時期に発
表された著名な調査会社ブルームバーグ（Bloomberg New Energy Finance）のアメリカを対
象とした調査では、これよりはるかに多くの販売台数が予測されている。この調査は通常のハ
イブリッド車を含まず、プラグイン・ハイブリッド車と純粋な電気自動車の合計だが、それに











26 『NEDO ワシントン：デイリーレポート』2011 年 1 月 27 日号（http://www.nedocweb.org/dailyreport/ 
2011_files/2011-01-27.html 2011.11.21 アクセス） 




いま一つ、政府の予測にもふれよう。米エネルギー省は 2011 年 2 月に One Million Electric 
Vehicle by 2015 と題する報告書を発表し、2011 年から 15 年の間のアメリカにおける電気自動
車の生産台数を予測した。ここではブルームバーグと同じく、ハイブリッド車を含まないプラ
グインハイブリッドと純粋な電気自動車の合計（「シボレー・ボルト」タイプの extnd-ed range 
electric vehicle を含む）が示されているが、それによると 2011 年に 46,000 台、15 年には
370,000 台へと増大し、この 5 年間の累積生産量は 122 万台に達すると推計されている。この
予測は当時各社が発表していた生産計画やメディアの数字をもとにしたものだが、たとえば 11
年に GM の「シボレー・ボルト」は 1 万 5000 台、日産の｢リーフ｣は 2 万 5000 台生産され、














28 前掲（注 20）、U.S.Department of Energy, One Million Electric Vehicles, による。 
 
第３表 アメリカにおけるプラグイン電気車の販売台数（台） 
  合計 ボルト リーフ スマート ED ミツビシ i 
2010 345 326 19 0 0 
2011 17,813  7,671  9,674  388 80 
（資料）Hybrid Cars, December 2010～11、Dashboard 
http://www.hybridcars.com/news/december-2011-dashboard-sales-still-climbing-35093.html 
2012.2.29 アクセス 
－ 16 － 
して、すでにアメリカ市場で 10 年以上の歴史をもつハイブリッド車の成長と現状についてふ
り返ろう。 
























ア   （％） 
1999 17  0  0 16,894  0.00  
2000 9,350  5,562  59.5  17,350  0.05  
2001 20,282  15,556  76.7  17,122  0.12  
2002 36,035  20,119  55.8  16,816  0.21  
2003 47,600  24,600  51.7  16,639  0.29  
2004 84,199  53,991  64.1  16,867  0.50  
2005 209,711  107,897  51.5  16,948  1.24  
2006 252,636  106,971  42.3  16,504  1.53  
2007 352,274  181,221  51.4  16,089  2.19  
2008 312,386  158,574  50.8  13,195  2.37  
2009 290,271  139,682  48.1  10,402  2.79  
2010 274,210  140,928  51.4  11,555  2.37  
2011 268,807  136,463  50.8  12,734  2.11  
＊2011 年以降は資料の相違から厳密には連続しない 
（資料）1999～2010：US Department of Energy, Alternative Fuels and Advanced Vehicle Data 
Center, HEV Sales by Model 
（http://www.afdc.energy.gov/afdc/data/vehicles.html） 
2011 年：Hybrid Cars,December 2011 Dashboard 
（第３表に同じ） 





し引いて 26,280 ドルとされるが、2009 年 7 月からの 1 年間にアメリカで販売された新車の中
位価格（ベースプライス）は 21,800 ドルであった。「リーフ」の価格は、この 1 年間にアメリ
カで販売された新車価格の分布上では上位 4 分の 1 に入ったほどである。一般のガソリン車に













                                                          
29 Green Car Congress, Feb.27, 2012（http://www,greencarcongress.com/2012/02/pike-20120227.html）
一般に、09 年から 11 年の間にアメリカの消費者のクリーンエネルギーに対する関心は低下したと述べて
いる。 
30 消費者は 1 回の充電で平均 320 キロの走行を期待するが、現在は 160 キロであること、また充電完了ま
でに要する時間を 2 時間と期待している（日本では 37％の人が 30 分）が、現在は 8 時間を要する。この
ため、日独仏米など先進国の消費者は購入に積極的ではなく、むしろ、インドや中国の消費者の方が積極
的としている。デロイト・トウシュ・トーマツの「グローバル製造業インダストリーグループ」による電
気車に対する消費者の意識調査（世界 17 カ国 1 万 3000 人を対象）。 
（http://www.tohmatsu.com/assets/Dcom-Japan/Local%20Assets/Documents/knowledge/dtc-pdf/jp_k_dtc 
_auto_Unplugged_171111.pdf） 
31 アメリカの監査・コンサルタント事業で有力 KPMG は、世界の自動車会社の経営陣 200 人への調査か
ら、本格的な消費需要を喚起できる電気車開発までなお 5 年以上かかるとの予測を示している。この結果、
電気駆動自動車（ハイブリッド車から水素電池車まで）の販売台数は 2025 年までは世界市場の 15％を超
えず、とくに、米欧メーカーでは 6～10％に止まっている。しかも、25 年までに消費者を最も引き付ける
技術はハイブリッドが最大で 43％（フルハイブリッド 22％と PI ハイブリッド車 21％、オバマ大統領の求








Tesla Motors Inc.やフィスカー・オートモーティブ Fisker Automotive Inc.などカリフォルニ
ア州のスタートアップ企業を筆頭に、電気自動車生産に新参入が相次ぎ、大きな話題となった。
他方、GM や日産をはじめ、巨大な自動車会社も相次いで新製品を発表し、生産体制を徐々に
整備しつつある。しかし、「シボレー・ボルト」は 2011 年秋の政府による側面衝突実験の 2 週





ルト」の販売は 12 年 1～2 月にはわずか 1,600 台と目標を大幅に下回り（2012 年全体で 45,000
台）、春には 5 週間の生産停止に追い込まれた。32 さらに、フィスカー社は、米連邦政府から 5
億 3000 万ドルの低利融資を受け、プラグイン・ハイブリッド車のスポーツカ 「ーカルマ」Karma








おけるパイオニア的存在であった Ener１,Inc.（エネールワン）が 2012 年 1 月末に破産法第
11 章の適用を申請した。直接の原因は、大口の取引先だったノルウエーのシンクグローバル社
の破綻（2011 年 6 月）にあったが、電気自動車の普及が予想を下回り、市場が拡大しなかった
ことに加え、日中韓の企業との競争が激化したこともあげられた。子会社の EnerDel, Inc.（エ
ネーデル）を通じて ARRA に基づく米エネルギー省の助成 1 億 1850 万ドルを受けていたにも
                                                          
32 Automotive News, March 10, 2012. 
33 Automotive News, March 8, 2012. 
『日経ビジネス』オンライン版。記者の眼「オバマ、グリーン産業育成に四苦八苦」2012.2.14
（http://business.nikkeibp.co.jp/article/opinion/20120208/226979/ 2012.2.28 アクセス） 















第 2 位のサムスン（23.2％）との差はごく小さかった。以下、韓国の LG 化学、ソニー、中国








替え促進策の検討が始まった。36 当時すでにカナダやドイツ、フランス、イタリアなど EU 諸
                                                          
34 ロイター、2012 年 1 月 27 日（http://jp.reuters.com/article/idJPTYE81K0V120120127 2012.2.28 ア





35『朝日新聞』（オンライン）2012 年 3 月 5 日（http://www.asahi.com/business/update/0305/OSK 
201203050094.html 2012.3.6 アクセス）。『日本経済新聞社』12 年 3 月 5 日。 
36 その一例として、09 年 1 月に議会に提出された National Incentive Program for Voluntary Retirement 
of Fuel-Ineffective vehicles, Cash for Clunkers（S.247）がある。この法案は、18MPG 以下の旧モデルの
所有者が各クラスの車に定められていた燃費基準を 25％以上上回る新車・中古車に買い替える場合、下取
り車の製造年に応じて 2,000～4,500 ドルを払い戻す引換券を与えるというものであった。Clair Brunel 







という思惑にあった。こうしてアメリカでも、2009 年 6 月に Car Allowance Rebate System
（CARS）あるいは Cash for Clunkers プログラムという名称の買い替え支援策（正確には
Consumer Assistance to Recycle and Save Act of 2009）が軍事予算案（Supplemental 
Appropriations Act, 2009）の一部（第 13 編）として成立し、6 月 24 日には大統領もすみや










18 マイル以下（18MPG と略す。リッターあたり約 11 キロ、市街地とハイウエィの燃費の合
計）の製造後 25 年以内（1984 年モデル以降）の車であり、運転可能な状態にあり、1 年以上
                                                                                                                                                       
and Gary C.Hufbauer, Money for the Auto Industry: Consistent with WTO Rules?, Peterson Institute 
For International Economics, Policy Brief, February 2009.（http://www.iie.com/publications/pb/pb09-4. 
pdf 2011.12.10 アクセス）なおこの文献の所在は注 2 に掲げた川瀬剛志（2011）から教示を得た。 
37 以上、この計画については、米国運輸省のホームページのなかに専用 HP があり、必要な情報がほぼ得
られる（http://www.cars.gov）。とくに、U.S.Department of Transportation, C.A.R.S.,Program Statistics, 
October 23, 2009.（http://cars.gov/files/report/summary-statistics.pdf 2011.9.8 アクセス）。このほか、
計画の実施にあたった National Highway Traffic Safety Administration, Report to Congress, Consumer 
Assistance to Recycle and Save Act of 2009, December 2009. NHTSA（2009）と略す（http://www.nhtsa. 
gov/CARS-archive/official-information/CARS-Report-to-Congress.pdf 2011.9.8 アクセス）。同じく、U.S. 
Government Accountability Office, Report to Congressional Committees, Auto Industry, Lessons 
Learned from Cash for Clunkers Program, April 2010. （GAO2010）http://www.gao.gov/new.items/ 
d10486.pdf、総理府『世界経済の潮流』2009Ⅱ、2010Ⅰなどを参照。また、GAO（2010）や『世界経済
の潮流』（2009Ⅱ）17 頁には、各国の支援制度の便利な一覧表があるが、後者から主要国の予算規模を比
較すると、アメリカは最終的に 30 億ドル（2700 億円）、日本は 3700 億円（09 年 6 月～10 年 3 月）、ドイ
ツは 50 億ユーロ（6700 億円）とドイツの規模が最も大きかった。また、1 台当たり助成金は OECD 平均
で 1,500～2,500 ドル、米独でとくに寛大であった。 
－ 21 － 
にわたって保険が掛けられ、登録されていることであった。同じく、支援の対象となる買替え
車の条件とは、メーカーの希望小売価格が 4 万 5000 ドル以下であり、乗用車では、燃費が
22MPG 以上（リッターあたり約 14 キロ）の新車と定められた。買替えによって支払われる補
助金は、燃費が 4～9MPG 改善した場合には 3500 ドル、10MPG 以上改善した場合には 4500
ドルであった。また、トラックについては、ボディタイプと車両総重量、ホイールベースなど
によって 3 種類に区分され、「カテゴリー1 トラック」に分類された SUV、小・中型ピックアッ
プトラック、小・中型乗用・貨物用バンでは 18MPG 以上の新車が支援対象となり、買替えに
よって燃費が 2～4MPG 以上改善すれば 3500 ドル、5MPG 以上改善すれば 4500 ドルが、ま
た「カテゴリー２トラック」に分類された大型ピックアップトラックと大型乗用・貨物用バン
では 15MPG 以上の新車が対象となり、買替えによって燃費が１MPG 以上改善すれば 3500 ド
ル、２MPG 以上改善すれば 4500 ドルが、それぞれ与えられた。38 
買替え支援計画は 7 月 1 日からスタートする予定だったが、準備作業に時間を要し、実際に
開始されたのは同下旬となった。開始とともに支援に対する申請が殺到し、11 月 1 日までの予
定だった当初予算は 7 月末までに底をつくことが明らかとなった。このため議会は、ARRA の
環境関連支出（Innovative Technology Loan Guarantee Program）から 20 億ドルを捻出し、
支援を増額する法案（Consumer Assistance to Recycle and Save Program, Supplemental 
Appropriations）を可決、8 月 7 日にはオバマ大統領も署名した。しかし、この追加された予
算も間もなく使い切られたため、8 月 25 日に制度は終了することになった。結局わずか 1 カ月
間という短い期間の支援に止まったが、合計 69 万 114 台の申請があり、要件を満たした 67 万
7842 件に合計 28 億 5000 万ドル、1 台あたり平均約 4200 ドルの支援が与えられた。39 
 
（２）実績 






                                                          




総重量が下取り車と同じないし軽量であれば 3500 ドルが支払われると定められた。 
39 注 37 の NHTSA（2009）による。 
－ 22 － 
均燃費は 15.7MPG、購入された新車は 24.9MPGと 50％以上も燃費が改善された計算になる。
なお表示していないが、NHTSA（2009）によると、下取りに出された車の 75％は 90 年代製






の最上位を Ford Explorer や F150 Pickup、Jeep Grand Cherokee などデトロイトスリーの大
型 SUV、ピックアップトラックが占める一方、買替え車では、Toyota Corolla, Camry、Honda 
Civic、Hyundai Elantra など日韓車に交じって、Ford Focus、同 Escape が健闘している（第
6 表 a~b）。メーカー別では、トヨタが支援台数全体の 20％近くを占めトップだが、GM とフォー
ドも 2、3 位を占め、根強い人気を維持した。両社の支援による販売台数は、平均すれば燃費







国別に分類した第８表では、米国産車の下取りが全体の 4 分の 3 を占めたのに対し、新規購入 
第５表 下取り車と新規購入車のタイプ・燃費別内訳（％、MPG） 
  下取り車 新規購入車 
タイプ 台 割合 平均燃費 台 割合 平均燃費 
乗用車 94,834 13.99 17.7 401,274 59.20 28.0 
カテゴリー1 トラック 446,323 65.84 15.9 225,985 33.34 21.4 
カテゴリー2 トラック 129,732 19.14 14.1 48,617 7.17 16.2 
カテゴリー3 トラック 6,953 1.03 ― 1,966 0.29 ― 
合計（全体） 677,842 100 15.7 677,842 100 24.9 
（資料）National Highway Traffic Safety Administration, Report to Congress, Consumer 
Assistance to Recycle and Save Act of 2009, December 2009. 
－ 23 － 
第６表 a 下取り車と新規購入車の上位 10Make 
（台、％） 
下取り車 新規購入車 
Make 台数 割合 Make 台数 割合 
フォード 195,644 28.86 トヨタ 120,507 17.78 
シボレー 118,711 17.51 フォード 90,135 13.30 
ダッジ 74,114 10.93 ホンダ 87,585 12.92 
ジープ 63,421 9.36 シボレー 86,354 12.74 
GMC 34,537 5.10 日産 58,700 8.66 
マーキュリー 24,206 3.57 ヒュンダイ 48,780 7.20 
日産 23,010 3.39 キア 28,974 4.27 
トヨタ 17,672 2.61 ダッジ 24,119 3.56 
キャデラック 17,307 2.55 スバル 16,816 2.48 
いすゞ 13207 1.95 ポンティアク 16,644 2.46 
小計 581,829 85.83 小計 578,614 85.37 
全体 677,842 100.00 全体 677,842 100.00 
 
第６表 b 下取り車と新規購入車の上位 10 車種 
下取り車 新規購入車 
Ford Explorer 4WD Toyota Corolla 
Ford F150 Pickup 2WD Honda Civic 
Jeep Grand Cherokee 4WD Toyota Camry 
Ford Explorer 2WD Ford Focus FWD 
Dodge Caravan/Grand Caravan 2WD Hyundai Elantra 
Jeep Cherokee 4WD Nissan Versa 
Chevrolet Blazer 4WD Toyota Prius 
Ford F150 Pickup 4WD Honda Accord 
Chevrolet C1500 Pickup 2WD Honda Fit 
Ford Windstar FWD Van Ford Escape FWD 
（資料）U.S.Department of Transportation, C.A.R.S.,Program Statistics, October 23, 2009
（http://cars.gov/files/report/summary-statistics.pdf 2011.9.8 アクセス） 
 











GM 187,582 245,066 432,648 118,036 17.4 27.3 
フォード 158,377 176,012 334,389 96,761 14.3 28.9 
クライスラー 88,900 93,222 182,122 44,363 6.5 24.4 
トヨタ 174,872 225,088 399,960 132,021 19.5 33.0 
ホンダ 114,690 161,439 276,129 87,585 12.9 31.7 
日産 71,847 105,312 177,159 58,700 8.7 33.1 
ヒュンダイ 45,553 60,467 106,020 48,780 7.2 46.0 
キア 29,345 40,198 69,543 28,974 4.3 41.7 
フォルクスワーゲン 20,590 24,823 45,413 12,418 1.8 27.3 
小計 891,756 1,131,627 2,023,383 627,638 92.6 31.0 
合計 994,846 1,258,384 2,253,230 677,842 100.0 30.1 
＊乗用車と小型トラックの合計 






  下取り車 割合 新規購入車 割合 
アメリカ 499,365 73.7 329,173 48.6 
日本 54,958 8.1 115,526 17.0 
メキシコ 11,307 1.7 81,655 12.0 
韓国 3,738 0.6 73,119 10.8 
カナダ 90,420 13.3 65,177 9.6 
ドイツ 11,199 1.7 10,056 1.5 
その他 6,855 1.0 3,136 0.5 
計 677,842 100.0 677,842 100.0 
（資料）第 5 表に同じ 
 
車では日本や韓国からの輸入車のウエイトが高いことが分かるが、それでも、米国産車が全体
の約半分（米国産とみなされる NAFTA 合計では 4 分の 3）を占めた。買替え支援策の米国の
自動車販売全体に及ぼした効果については、次節でやや詳しく検討しよう。 
 




7 月は最後の 1 週間のみに実施されたに過ぎなかったのだが、販売台数はほぼ 100 万台とリー
マンショックが起きる直前の 08 年 8 月以来の水準へ、また、季節調整済みの年率換算販売台
数（Seasonally Adjusted at Annual Rates:SAAR）は前年 12 月以来 7 ヶ月ぶりに 1000 万台
の大台を越えるところまで回復した（1130 万台）。07 年秋に始まった販売実績の前年同月割れ
という趨勢はなお続いていたが、低下幅は前月に比べ 3 分の 1 程度に縮小した。さらに、計画
 









レシオ 合計 SAAR 
2008 年             
1 月 1039.1 15.5 -4.4 -5.6 943.2 2.126 
2 月 1171.7 15.5 -6.3 -7.5 931.3 2.164 
3 月 1351.5 14.9 -12.1 -7.0 923.2 2.269 
4 月 1243.6 14.5 -6.7 -10.6 917.0 2.265 
5 月 1392.9 14.2 -10.6 -13.1 890.4 2.097 
6 月 1185.3 13.9 -18.3 -12.1 892.3 2.196 
7 月 1132.3 12.7 -13.2 -18.2 966.7 2.582 
8 月 1246.8 13.6 -15.3 -15.5 1004.3 2.663 
9 月 962.3 12.7 -26.6 -21.7 1036.6 2.822 
10 月 834.6 10.7 -32.0 -33.9 1117.5 3.484 
11 月 743.6 10.3 -36.7 -36.1 1185.3 4.156 
12 月 891.3 10.1 -35.6 -35.6 1211.0 4.124 
2009 年   
1 月 654.7 9.7 -37.0 -37.7 1117.1 4.411 
2 月 687.1 9.2 -41.4 -40.2 1045.4 4.249 
3 月 855.1 9.7 -36.7 -34.9 1022.1 3.847 
4 月 817.3 9.4 -34.3 -35.4 995.6 3.792 
5 月 923.9 9.9 -33.7 -30.4 951.8 3.557 
6 月 857.4 9.9 -27.7 -29.0 905.1 3.246 
7 月 995.7 11.3 -12.1 -10.8 823.2 2.372 
8 月 1260.0 14.2 1.1 4.7 672.3 1.511 
9 月 744.1 9.4 -22.7 -25.9 719.5 2.573 
10 月 835.6 10.3 0.1 -3.0 746.7 2.432 
11 月 744.3 10.8 0.1 5.8 743.4 2.288 
12 月 1026.3 11.1 15.1 9.2 739.0 2.164 
※国産車（米加墨）の生産台数に対する国産車（米加墨）の在庫台数の割合 
（資料）U.S.Department of Commerce（http://bea.gov/mational/xls/gap_hist.xls 2011.9.10 アクセス） 
－ 26 － 
がほぼ 1 カ月にわたって展開された翌 8 月の販売回復はいっそうめざましく、1 年ぶりに 100
万台の販売水準を回復したのに加え、SAAR では 1420 万台と 08 年 5 月のレベルにまで回復、
なによりも販売実績の前年同月割れから 23 カ月ぶりに脱したことが重要であった。このよう
な 09 年 7～8 月の販売の回復に支援制度が大きく貢献したことは間違いない。この 2 カ月間の








新車を購入した消費者の 88％（約 60 万台）はこの計画がなければ新車を購入しなかったとい
う結論を下し、CEA もまたその割合を 44 万台（64％）と判断した。計画を推進した連邦政府
機関の推計が高く出るのは当然としても、民間調査機関の Maritze Automotive Research も
54.2 万台（約 77％）ときわめて高い数値を発表した一方、Edmund.com は最も低く 12.5 万台
と推計している。41 このように、計画の効果を正確に評価することはきわめて難しいが、それ
が市場拡大に大きな効果があったことは疑いない。 








                                                          
40 Business Week, Online, September 8,2009.では、フォードの市場担当者の言として、買換え支援制度
がなければ業界全体の 8 月の販売台数は年換算で 1050 万台だったと推測している。また、GM の経営幹
部は、7 月の市場全体の販売台数（99 万台余）のうち、12 万台程度がこの制度により上乗せされたと述べ
た。 
41 Bill Canis and Brent D.Yacobucci, The U.S. Motor Vehicle Industry: Confronting a New Dynamic in 
the Global Economy, Congress Research Service, March 26, 2010（http://www.fas.org/sgp/crs/misc/ 
R41154.pdf 2011.12.10 アクセス）CRS（2010）と略す 
42 Business Week, On line, September 8,2009. 
－ 27 － 
思われる。43 実際、10 月以降には自動車市場は再び回復し、この月には 1000 万を超える月間
販売台数（SAAR）が記録された。これ以後、自動車需要は爆発的とはいえないものの堅調に
維持された。長期的に見ると、09 年 7～8 月は自動車市場の転換点になったと評価できる。自
動車産業に関する有力な調査機関である J.D.パワーも 8 月末に、支援制度の影響をみて 09 年
の新車販売台数予測を 1000 万台から 1030 万台に上方修正したほどだった。44 
販売支援策に基づく自動車市場の活況はまた、メーカーによる販売奨励金の大幅削減を可能
にし、その収益改善に貢献した。再建途上にあった GM の 09 年 8 月の販売台数は前年同期比
20%減という厳しい状況であったが、それは前年 8 月に同社創業 100 周年を記念して一般消費
者に対しても社員価格で値引き販売した反動であり、実際にはこの月に GM は販売奨励金を以
前より 500 ドル少ない 3200 ドルに削減しながら 19.4％のシェアを維持できたと発表した。
フォードもまた販売奨励金を約 450 ドル減額し、この 2 年間以上で初めて 1 台当たり 3000 ド
ルを割った。45 
需給状況の好転はまた在庫水準を大幅に低下させた。メーカーは慎重に増産へと向かったが、
彼らの予想を越えた販売増のため、フォード、GM のディーラーによると、09 年 8 月末の在庫
水準は 1 年前の 7 割程度に低下し、これが 9 月の販売を大幅に落ち込ませる原因になったとい
う。また、クライスラーも自社の販売促進策と相まって、支援対象の車が完売状態となり、在
庫が底をついたほどであった。第 9 表は国産車の在庫のみの数字だが、08 年 12 月から 09 年 8
月の間に台数ではほぼ半減し、販売に対する在庫の比率では好況期の水準にほぼ戻った。販売
支援策によって在庫調整が一段落したのである。販売店は強気に転じ、価格交渉に応じなかっ




下せるが、その正確な評価はより難しい。まず、約 70 万台の車の平均燃費が約 16MPG から
約 25MPG へと 60％近く向上した。また、自動車の CO2 排出量はガソリン消費量に正比例す
                                                          
43 ｢エコカー補助のインパクト｣（みずほ総合研究所『みずほ日本経済インサイト』2010 年 9 月 8 日）  
（www.mizuho-ri.co.jp/research/economics/pdf/japan-insight/NKI100908.pdf）日本総研『一過性の効果
に終わる米国自動車買い替え支援策』（www.jri.co.jp/file/report/research/pdf/2501.pdf） 
44 支援制度が自動車産業の雇用と経済全体（国民総生産）に及ぼした影響について、CEA は 2009 年第 3
四半期に実質 GDP を 0.1～0.4％、雇用を同年後半に 4～12 万人に押し上げたと推計している。他方、
NHTSA では、6 万人以上の雇用を維持、創出し GDP を 38～68 億ドル増やしたと推定していた。Council 
of Economic Advisers, Economic Analysis of the Car Allowance Rebate System, September 10,2009 
（http://www.whitehouse.gov/assets/documents/CEA_Cash_for_Clunkers_Report_FINAL.pdf） 
45 Business Week, Online, September 8, 2009  
46 CRS（2010）pp.7-8 
－ 28 － 
るから、これによって自動車の環境に対する影響が改善されたことは疑いない。『ビジネス・ウ
イーク』のごく単純なモデルによると、新旧両車の年間走行距離が同じ 1 万マイルであった場
合、年間のガソリン消費量は旧型車の 625 ガロンに対し新車は 400 ガロンと 1 台当たり 225
ガロン、買い替えが約 70万台に達したので全体では 1億 5750万ガロン節約されることになる。
2008 年の米国のガソリン消費量は 1380 億ガロンであったから、節約分は 0.11％に相当する。
また、CO2排出量も 0.11％削減されることになる。47 
NHSTA では、もう少し精密な計測の結果、年間のガソリン消費量の節約は 3300 万ガロン
に達し、これらの新車が向こう 25 年間運転され続けると考えると、合計で 8 億 2400 万ガロン
の節約につながると発表した。同様に、CO2排出量も年間 33.7 万トン削減され、同じく向こう
25 年間で 840 万ドルの削減につながる。48 これらは疑いない成果だが、米国全体の自動車総登











                                                          
47 Business Week, On line, August 17, 2009. 
48 NHSTA（2009） 
49 GAO（2010）、pp.18-19。2009 年上半期に販売された全乗用車・小型トラックの平均燃費は 1 ガロン当
たり 28 マイルを越えていたという。この時期の省エネ志向を考えれば、支援制度が導入される以前から低
燃費志向が強まり、助成制度がなくても燃費のよい車が買われていたことは注意されてよい。 
